
（様式①）

[経済局]  ５款１項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

- 人件費 1,630,259 1,630,259 1,616,807 1,616,807 13,452 13,452

1 経済総務事務費 19,410 8,333 20,106 14,792 △ 696 △ 6,459

2 横浜経済活性化推進事業費 13,313 11,413 13,470 11,570 △ 157 △ 157

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 1,662,982 1,650,005 1,650,383 1,643,169 12,599 6,836

事　業　計　画　書　目　次

増△減（31－30）
新
規
・
拡
充

38
の
政
策

計画
書頁 事　　業　　名

31年度 30年度
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（様式①）

[　経　済　局]  ５款１項６目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

１
商店街販売促進支援事
業

9,000 9,000 10,000 10,000 △ 1,000 △ 1,000 ○

２
商業経営支援事業

79,779 79,779 87,970 87,970 △ 8,191 △ 8,191 ○

３
商店街ソフト支援事業

69,150 69,150 69,798 69,798 △ 648 △ 648

4
商店街環境整備支援事
業

42,626 42,626 35,437 35,437 7,189 7,189 ○

５
地域商業魅力向上支援
事業

53,380 53,380 48,730 48,730 4,650 4,650 ○ ○

６
プレミアム付商品券事
業

3,641,011 0 0 0 3,641,011 0 ○

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 3,894,946 253,935 251,935 251,935 3,643,011 2,000

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

31年度 30年度 増△減（31－30） 38
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策
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・
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(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 6 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

補助率 ％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（　　　　　）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】
事業の概要

31年度実施内容

・受賞店と所属商店街のＰＲのための、アフタープロモーションを実施します。

【 実績の推移・今後見込み 】
21年度 「横浜開港150円商店街」：統一開催５回（１日×５回）
22年度 「横浜Ｙ．Ｙ．150円商店街」：統一開催４回（２日×２回）及び参加商店街の任意開催
23年度 「横浜“震災復興支援”150円商店街」開催１回及び参加商店街の任意開催

「ガチでうまい横浜の商店街コロッケNo.1決定戦」：参加数38店舗
24年度 「ガチでうまい横浜の商店街あまいものNo.1決定戦」：参加数82店舗

「150円商店街」等の販売促進イベントを開催する商店街の個別支援
25年度 「ガチでうまい横浜の商店街丼ものNo.1決定戦」：参加数77店舗

「150円商店街」等の販売促進イベントを開催する商店街の個別支援
26年度 「ガチでうまい横浜の商店街カレーNo.1決定戦」：参加数73店舗
27年度 「ガチでうまい横浜の商店街めん類No.1決定戦」：参加数54店舗

アフタープロモーションとして「ガチ！シリーズ　パーフェクトガイドブック」を発行
28年度 「ガチでうまい横浜の商店街あげものNo.1決定戦」：参加数51店舗
29年度 「ガチでうまい横浜の商店街チョコスイーツNo.1決定戦」：参加数52店舗
30年度 「ガチでうまい横浜の商店街チャーハンNo.1決定戦」：参加数40店舗

「ガチ！」シリーズ　アフタープロモーションの実施
31年度 「ガチでうまい横浜の商店街○○No.1決定戦」

「ガチ！」シリーズ　アフタープロモーションの実施

【 事業費の内訳 】 （単位：千円）

【 事業スケジュール 】
市民投票による販売促進キャンペーン（予定）

参加商品・店舗発表、ＰＲ資料作成
市民投票、事業ＰＲイベント実施
受賞商品発表

31年9月～32年2月 アフタープロモーション実施

【 事業開始年度 】

平成21年度

【 根拠法令 】

横浜市商店街活性化等事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

商店街実態調査（27年度）

（ 局 － ）

商店街活性化等事業補助金（販売促進事業）

ガチ！シリーズアフタープロモーション

　　合 計

8,000 8,000 0
1,000 2,000

31年6月～7月
31年8月

9,000 10,000 △ 1,000

31年4月

△ 1,000

　一般社団法人横浜市商店街総連合会が平成23年度より実施している投票による販売促進キャンペーンの実施に必要な
支援を行い、キャンペーンを媒体とした商店街の活性化を促進します。

・一般社団法人横浜市商店街総連合会と連携して、商店街で多くの取扱いがあり、消費者に親しまれている商品を題材
とした販売促進キャンペーンの取組を支援し、更なる消費者への話題提供並びに参加店舗・商店街への来店行動につな
げます。

31年度 30年度 差　引 説 明

実施方法の変更に伴う減

経済

9,000 9,000

0

9,000 9,000

△ 1,000

8,000

32年度 33年度歳出

0

8,000
29年度

5-1-6
1

区　分 金　額

31年度

平成30年度
事業評価書

番号

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

市債 一般財源

中期計画-38の政策
政策番号 主な施策番号

1 4

財　源　内　訳
県

0

0

10,000

9,000

平成30年度
事業評価書

番号

0

一 般 財 源 等

△ 1,000

歳出

経済
事  業  名 特記事項

商業振興

単独事業
30年度 10,000

牧島　みどり

課長 係長 　　　　係

濃野　誠 原　弘岳本資料は、公正・適正に作成しました。

9,000

8,000

予
算

8,824

0 0

8,000
9,000 8,000

8,000
決
算

予
算

27年度

8,824

0

8,219
8,219

28年度

増△減

商店街販売促進支援事業

09,000
補助事業

国



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 6 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（　　　　　）・無

商業経営支援事業事業費一覧

1  商店街と個店の相談事業 千円
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

(1)相談者 市内商店会、商店街内の個店等
(2)課題解決メニューの利用 相談の結果、課題解決メニューの実施が必要な場合は、次のメニューが利用できます。
(3)課題解決メニューの内容

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
31年４月 商店会への事業説明、申請書の配付
32年１月 申請書の受付締切
32年３月 実績報告書の受領

2,500

0 3,000

合　　計 2,500 2,500 0

31年度 30年度 差　引 説 明
相談事業補助金 2,500 2,500 0 @1,000千円×1件　@300千円×2件　@200千円×2件　@100千円×5件　

件数 4件 5件 3件 10件 10件
年度 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込

6
その他課題解決のために必要であると市長が
認めたもの

○ ○ ○ 20万円

30万円

5
他の機関が実施する研修・講演会等（他商店
街の視察含む）に参加するとき

○ ○ ○ 20万円

○ ― ― 100万円

4 商店会が事務業務を外部委託するとき ○ ― ―

1/2

10万円

2
外部専門家の経営相談等を受けるとき
（勉強会等の開催に伴う助言等も含む）

○ ○ ―
2/3

30万円

3
実態把握のため、現状調査等の実施を専門機
関に依頼するとき

1 任意商店会が法人を設立するとき ○ ― ― 定額

（前年度　　2,500千円）

　商店会及び商店街内の個店の相談を受けて、その困っていることや、やりたいことを明らかにし、明らかになった課題に応
じて経営相談や視察、研修会等の方法により解決に導くとともにその経費を補助し、商店街等の活性化を促進します。

番号 内容
利用可能メニュー

補助率 補助限度額
商店会 実行委員会 個店

 事務費 4,279 0 4,279
合　計 79,779 87,970 △ 8,191

 商業活動等支援事業 17,000 18,470 △ 1,470
 繁盛店づくり支援事業 6,000 6,000 0

 商店街個店の活力向上事業 11,000 13,000 △ 2,000

 商店街ベストマッチング事業 36,000 48,000 △ 12,000
 小売業者等設備投資助成事業 3,000

31年度 30年度 差引
 商店街と個店の相談事業 2,500 2,500 0

決
算

47,249 45,691 50,156
46,605 44,274 49,062

78,000
59,962 61,050 86,970 78,000 78,000

予
算

59,962 61,050 86,970 予
算

78,000

0 △ 8,191

歳出 27年度 28年度 29年度 歳出 32年度 33年度

増△減 △ 8,191 0 0 0 0

補助率

30年度 87,970 87,970
単独事業

79,779
補助事業
31年度 79,779 0

市債 一般財源区　分 金　額 国 県
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

平成30年度
事業評価書

番号

経済 商業振興
事  業  名 特記事項 中期計画-38の政策 平成30年度

事業評価書
番号

政策番号 主な施策番号

商業経営支援事業
1

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

5-1-6
2

4



【 事業開始年度 】
平成16年度 ※平成22年度までは、商店街からの依頼に応じて専門家を派遣する商店街経営支援事業を実施

【 根拠法令 】
横浜市商店街と個店の相談事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
商店街実態調査（27年度）

２　商店街個店の活力向上事業 千円
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
31年５月～ 募集開始
～32年３月 補助金交付

【 事業開始年度 】
平成27年度

【 根拠法令 】
商店街個店の活力向上事業補助金交付要綱

商店街実態調査（27年度）

3  小売業者等設備投資助成事業 千円
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
31年４月 事業周知
31年５月～ 補助申請受付開始
～32年３月 補助金交付

【 事業開始年度 】

【 根拠法令 】
少額設備投資助成事業補助金交付要綱(31年度新設予定）

【 根拠とするデータ等 】
経済センサス基礎調査（26年度）、商店街実態調査（27年度）

４　商店街ベストマッチング事業 千円
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

(1) 空き店舗コンサルティング事業

(2) 空き店舗改修事業

(3) 店舗誘致事業

　商店会加盟店舗及び小売業の小規模事業者が、生産性向上や業務改善のために行う少額設備導入にかかる経費の一部を補
助します。

（前年度　　13,000千円）11,000

商店街に加盟している店舗において、個店の活力を向上させ事業継続に繋がる事業に対する経費の一部を補助します。

28年度 29年度 30年度見込 31年度見込
補助金交付件数 ９件 16件 13件 12件

31年度 30年度 差　引 説 明
補助金 9,600 11,600 △ 2,000 個店を対象とした新規支援制度を創設するため
広告費 1,000 1,000 0

講師謝金、印刷製本費
合　　計 11,000 13,000 △ 2,000

【根拠とするデータ等】

（前年度　　48,000千円）

商店街にある空き店舗で活用しにくい状態にある物件の改修費の一部を補助するほか、商店街が空き店舗を活用して
自ら行う事業に対する改修費等の一部を補助します。

商店街にある空き店舗で条件を満たして開業する方に対し、開業にかかる経費の一部を補助するとともに、経営相談
等の事業継続につながる支援を行います。
　また、店舗誘致を目的として、商店街の空き店舗を登録する商店会に対して奨励金を交付します。

36,000

説明

3,000 （前年度　　0千円）

事業名 31年度 30年度 差引
小売業者等設備投資助成事業 3,000 0 3,000 ＠100千円×30事業者

その他 400 400 0

平成31年度

空き店舗対策の担い手となるコーディネーターとともに、商店街・開業者・物件所有者へアプローチし、地域の賑わ
いや交流の場となる店舗誘致や、担い手育成に向けた事業を進めます。



【 実績の推移・今後見込み 】
(1) 空き店舗コンサルティング事業

(2) 空き店舗改修事業

(3) 店舗誘致事業

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
(1) 空き店舗コンサルティング事業

(2) 空き店舗改修事業
申請者募集（31年４月～32年２月）、事業者支援（31年４月～）、実績報告書提出（32年３月）

(3) 店舗誘致事業
開業者募集（通年）、事業者支援（通年）、登録店舗募集（通年）

【 事業開始年度 】
(1) 空き店舗コンサルティング事業

平成29年度

(2) 空き店舗改修事業
平成29年度

(3) 店舗誘致事業
平成８年度（空き店舗活用事業）、平成25年度（店舗誘致事業）

【 根拠法令 】
(1) なし
(2) 横浜市空き店舗改修事業補助金交付要綱
(3) 横浜市商店街店舗誘致事業補助金交付要綱、横浜市商店街店舗誘致事業奨励金交付要綱

【根拠とするデータ等】
商店街実態調査（27年度）

５　 商業活動等支援事業 千円
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

(1) 一般社団法人横浜市商店街総連合会が実施する商店街活性化事業に対する支援
一般社団法人横浜市商店街総連合会が実施する商店街活性化事業の事業費及び運営費を補助します。
平成31年度　商店街活性化事業の主な内容（見込み）

ア 機関紙・ホームページ等を活用し、会員並びに消費者に対して商店街情報を発信します。
イ 商店街と消費者との結びつきを密にするため、「消費者と商店街を結ぶ集い（ハートフルコンサート）」

を開催し、消費者を招待します。
ウ その他、商店街活性化を目的とした研修事業、顕彰事業（従業者表彰ほか）等を開催します。

(2) 横浜ファッション振興事業

【 実績の推移・今後見込み 】
(1) 一般社団法人横浜市商店街総連合会

ア 一般社団法人横浜市商店街総連合会加盟商店街の推移（各年６月１日現在）

イ 商店街情報発信事業（機関紙の発行、ホームページの運営等）
ウ 「消費者と商店街を結ぶ集い（ハートフルコンサート）」開催
エ その他商店街活性化事業（研修事業、顕彰事業等）

256
△ 11

10,322
△ 325

29年度

支援対象商店街数
３

（開業１件）

29年度 30年度見込 31年度見込
補助金交付件数 ２件 ８件 ６件

29年度 30年度見込 31年度見込
補助金交付件数 ８件 20件 20件

31年度 30年度 差引 説明
空き店舗コンサルティング事業 9,000 10,000 △ 1,000 　委託内容の変更による減

　実績に応じた交付見込件数の変更及び事例集の作成委託完了による減

店舗誘致事業 17,000 19,000 △ 2,000 　交付見込みの見直しによる減
△ 9,000

27 28

合　計 36,000 48,000 △ 12,000

（前年度　　18,470千円）

30

17,000

272 271

地場産業である横浜スカーフをはじめとした横浜市内のファッション産業の振興、生活文化産業の発展を目的とした
横浜ファッションウィーク事業を支援します。

年度 21 22 23 24 25 26

0 △ 1

29
商店会数 317 306 295 289 281 272

10,887 10,791

267
前年度との差異 △ 12 △ 11 △ 11 △ 6 △ 8 △ 9

△ 113 △ 96

△ 4
会員数 12,691 12,356 11,805 11,502 11,105 11,000 10,647

前年度との差異 △ 371 △ 335 △ 551 △ 303 △ 397 △ 105 △ 144

事業者の選定（31年４月～５月）、委託契約（31年６月）、テナント誘致（31年６月～）、
報告書提出（32年３月）

30年度見込

６
（開業１件・開業見込８件、
リーシング対象物件数29件）

31年度見込

６
（リーシング対象物件数30

件）

空き店舗改修事業 10,000 19,000



(2) 横浜ファッション振興事業（横浜ファッションウィーク開催実績）

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
(1) 商店街情報発信事業（機関紙発行／年３回（５・９・２月）発行（予定）、ホームページの運用／随時更新）
(2) 「消費者と商店街を結ぶ集い（ハートフルコンサート）」（32年2月予定）
(3) その他商店街活性化事業（随時実施）
(4) 2019横浜ファッションウィーク(31年４月27日～５月上旬）

【 事業開始年度 】
(1) 一般社団法人横浜市商店街総連合会に対する支援 昭和39年度
(2) 横浜ファッション振興事業 平成19年度

【 根拠法令 】
横浜市商店街活性化等事業補助金交付要綱
横浜ファッションウィーク補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
商店街実態調査（27年度）
商業統計調査　横浜市結果報告 （26年度）

6  繁盛店づくり支援事業 千円  (前年度 千円)
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】
　年間３回程度開催

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
31年４～７月 大型店等との連携事業の相談・調整
31年８～10月 実施内容、出店者調整
31年11月～32年３月 事業実施、振り返り

【 事業開始年度 】
平成28年度

【 根拠とするデータ等 】

商店街実態調査（27年度）

7  事務費 千円  (前年度 千円)

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

各事業に係る経費の執行（旅費、自動車借上げ、印刷製本費等）

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 根拠とするデータ等 】

29年度決算額

（ 局 － ）

30年度 31年度
4/25～5/6 4/22～5/5 4/28～5/7 4/29～5/6、5/13

開催年度 26年度 27年度 28年度 29年度
4/27～5/6

説 明

来場者数（人） 51,000 40,000 44,600 5,000 5,500
期間 4/25～5/6

1,000 1,000 0

未定

31年度 30年度 差引

17,000 18,470 △ 1,470

商店街活性化等事業補助金 16,000 16,000 0
横浜ファッションウィーク補助金

6,000 6,000

　百貨店等の大型店等と連携し、市内商店街の店舗が出店する販売会等を実施することにより、新たな顧客の獲得や販売ノ
ウハウを学ぶ機会を提供するとともに、商店街の個性豊かな店舗を幅広くＰＲし、来街者の増加につながるよう支援しま
す。

事務費等 0 1,470 △ 1,470 事務費に移管
合 計

31年度 30年度 差　引 説 明
委託費 1,000 1,000 0
負担金 5,000 5,000 0

合計 6,000 6,000 0

4,279 0 4,279

4,279 0

30年度の実績に基づき、32年度以降の予算額を決定していきます。

31年度 30年度

本資料は、公正・適正に作成しました。 濃野　誠 倉持　知子 三橋　宏則

事務費 4,279 0 4,279 事務費の移管及び事業の周知案内に係る事務費の増

合計

経済

課長 係長 　　　　係

差　引 説 明



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 6 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（　　　　　）・無

1  商店街ソフト支援事業 千円  (前年度 千円)

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
31年４月 商店会への事業説明・申請書配付
31年４月～32年１月 申請書受付
32年３月 実績報告書受領

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 商業振興

事  業  名 特記事項 中期計画-38の政策 平成30年度
事業評価書

番号

5-1-6
3

政策番号 主な施策番号

商店街ソフト支援事業 平成30年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

31年度 69,150 0 69,150
補助事業
単独事業 補助率

30年度 69,798 69,798
増△減 △ 648 0 0 0 0 0 △ 648

歳出 27年度 28年度 29年度 歳出 32年度 33年度
予
算

58,698 63,698 60,698 予
算

69,000 69,000
58,698 63,698 60,698 69,000 69,000

決
算

64,804 63,637 65,474
64,804 63,564 65,474

３１年度 ３０年度 差引
 商店街ソフト支援事業 8,150 8,798 △ 648
 商店街活性化イベント助成事業 33,000 33,000 0
 安全・安心な商店街づくり事業 28,000 28,000 0

合　計 69,150 69,798 △ 648

8,150 8,798

　商店街ソフト支援事業については、商店街等の団体自らが立案した計画に基づいて実施する賑わいづくり、認知度向上の
ためのソフト事業（イベント以外）や地域団体と連携し実施する事業に対し支援します。

商店街ソフト支援事業
ソフト支援 情報発信支援 商学連携支援

補助対象 市内商店街等
市内商店街、区商店街連合会、商店街
と大学等で構成する実行委員会

補助内容

商店街ブランド商品開発、街バルの実施、商店
街情報などを盛り込んだ情報誌やガイドブック
の作製、ホームページの作成等にかかる費用を
補助

次の費用を補助
・マップ作製・修正・増刷
・ホームページの更新・修正

商店街が大学等と連携・協働して行う
活性化への取組や活性化策の検討を行
う事業費を補助

補助率

1/2
（よこはまウォーキングポイント事業又は地産

地消事業に関連して取組む内容については
2/3）

2/3 1/2

補助
限度額

実行委員会及び単会商店会　30万円
複数商店街 60万円
区商店街連合会 100万円

10万円 60万円

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度 30年度見込 31年度見込

実　　績
29団体 41団体 41団体 43団体 40団体 40団体
15件 21件 29件 29件 30件 30件

補助金額 2,805千円 5,008千円 5,922千円 7,567千円 7,500千円 7,500千円

３１年度 ３０年度 差　引 説 明

ソフト支援事業 7,500 7,500 0 @1,000千円×1 @300千円×12 ＠200千円×12件 @100千円×5

事務費 650 1,298 △ 648 一部事務費を商業経営支援事業に移管
合計 8,150 8,798 △ 648



【 事業開始年度 】
平成21年度 プラン実践支援（Ｈ17～）、商学連携支援（Ｈ16～）、魅力ＵＰ支援をソフト支援事業として開始
平成24年度 プラン実践支援をソフト支援に変更、情報発信支援を追加
平成26年度 魅力ＵＰ支援をソフト支援に統合

【 根拠法令 】
横浜市商店街ソフト支援事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
商店街実態調査（27年度）、消費者購買行動意識調査（27年度）

2  商店街活性化イベント助成事業 千円  (前年度 千円)

【 事業の概要及び31年度実施内容 】
(1)事業の目的

魅力ある商店街づくりや地域コミュニティの醸成及び商店街の活性化を図ります。
(2)実施内容

【 実績の推移・今後見込み 】

（件）

26年度については消費税対策イベント「ＧＯＧＯ商店街事業」を含む

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
31年４月　　商店街への事業説明
31年６月　　申請書の受付締切
32年３月　　実績報告書の受領　

【 事業開始年度 】
昭和62年度

【 根拠法令 】
横浜市商店街活性化イベント助成事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
商店街実態調査（27年度）、消費者購買行動意識調査（27年度）

3  安全・安心な商店街づくり事業 千円  (前年度 千円)

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

(1)申請者 市内商店街
(2)補助対象要件 防犯パトロールを補助対象期間内に５回以上実施すること。

街路灯を適正に維持管理し、地域防犯のため店舗閉店後も街路灯を点灯させること。
(3)補助対象事業期間 申請前年度の１月から申請年度の12月まで
(4)補助内容 商店街が維持管理する街路灯電気料金・ガス料金について助成

ア　補助率 ＬＥＤ等省エネ型電灯の場合＝１／２、それ以外＝１／３
イ　補助限度額 50万円

【 実績の推移・今後見込み 】

＜30年度内訳＞
LED等省エネ型電灯の商店街　  ＠163千円×112≒18,256千円
それ以外の商店街 ＠205千円×48≒9,840千円
（補助金の平均交付額×申請見込商店街）

【 事業費の内訳 】 （単位：千円）

33,000 33,000

商店街が地域内の交流や賑わいを創出するために実施
するイベントに要する経費を補助します。
※区内商店街が実施するイベントに係る補助は各区が

制定する要綱により実施し、複数区にまたがり実施
するイベントに係る補助については経済局が定める
要綱により実施します。

補助率 補助限度額 補助要件
区内

イベント
 1/2 各区で制定している要綱に規定

複数区
イベント

 1/2 1,000千円
市内複数区にまたがり

実施するイベント

140
26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込

31,251 32,434 32,498

31年度見込
実施件数 159 135 137 135 138

35,618 33,000

31年度 30年度 差引 説明

補助金額（千円） 36,606

区内イベント 31,000 32,000 △ 1,000
実績に合わせた積算見直し

複数区イベント 2,000 1,000 1,000
合　計 33,000 33,000 0

28,000 28,000

 地域の防犯対策に対する市民意識が高まっている中、商店街の街路灯が地域の防犯にも寄与していることから、商店街が
負担する街路灯の電気料等の一部を補助し、安全・安心な地域づくりを推進します。

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込

28,000千円
実施件数 155件 157件 164件 160件 165件

28,000 0

160件
補助金額 29,145千円 27,517千円 24,301千円 24,468千円 28,000千円

31年度 30年度 差引 説明

安全・安心な商店街づくり事業補助金 28,000

合計 28,000 28,000 0



【 事業スケジュール 】
31年１～12月 事業実施
31年４月 商店街への事業説明
32年１月 申請書及び実績報告書の受付締切

【 事業開始年度 】
平成17年度

【 根拠法令 】
横浜市安全・安心な商店街づくり事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
商店街実態調査（27年度）

（ 局 － ）

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 濃野　誠 倉持　知子 遅　聖佳

経済



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 6 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充 ○

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（　　　　　）・無

１　商店街環境整備支援事業 千円  (前年度 千円)
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】
施設整備の申請商店街数と補助金額の内訳（千円）

※1：複数の施設整備を行った商店街があります。
※2：「商店街施設状況調査」にて、施設の倒壊の恐れ等があると判断された施設に限ります（29年度単年事業）。

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 商業振興

事  業  名 特記事項 中期計画-38の政策 平成30年度
事業評価書

番号

5-1-6
4

政策番号 主な施策番号

商店街環境整備支援事業 平成30年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

31年度 42,626 0 42,626
補助事業
単独事業 42,626 補助率 42,626
30年度 35,437 35,437
増△減 7,189 0 0 0 0 0 7,189

歳出 27年度 28年度 29年度 歳出 32年度 33年度
予
算

45,234 48,146 41,387 予
算

40,000 40,000
45,234 48,146 41,387 40,000 40,000

決
算

32,193 34,408 30,951
32,193 34,408 30,951

35,229 32,931

26年度※1 27年度※1 28年度※1 29年度※1 30年度見込 31年度見込

　商店会が行うハード整備（街路灯やアーチ等の設置）に係る経費の一部を補助し、個性と魅力ある街づくりを推進しま
す。また、商店会が実施するアーケード等の安全点検（調査）とその結果に基づく保全計画策定への支援を行うほか、施設
の複数年に渡る計画的な改修を支援します。さらに、防犯カメラの更新費用も補助対象とします。

街路灯の新設・改修
商店街数 6商店街 6商店街 0商店街 3商店街

補助金額 11,648 13,102 0

3商店街 2商店街
数量 137基 172基 0基 68基 43基 50基

3,446 6,020 3,910

アーケード
商店街数 0商店街 0商店街 0商店街 1商店街 0商店街 0商店街
補助金額 0 0 0 5,000 0 0

舗道整備・放送施設
商店街数 0商店街 5商店街 0商店街 1商店街 1商店街 1商店街
補助金額 0 2,671 0 401 888 2,750

サイン施設・アーチ他
商店街数 0商店街 4商店街 0商店街 2商店街 0商店街 2商店街
補助金額 0 3,973 0 5,023 0 12,250

駐車場整備・車止め
商店街数 0商店街 0商店街 0商店街 0商店街 0商店街 0商店街
補助金額 0 0 0 0 0 0

防犯カメラ
商店街数 4商店街 7商店街 6商店街 3商店街 5商店街 4商店街
補助金額 2,320 6,448 8,734 2,535 6,917 6,522

事務所・集客施設・
情報化施設等

商店街数 0商店街 0商店街 1商店街 1商店街 1商店街 0商店街
補助金額 0 0 4,620 1,127 4,698 0

防災設備等
商店街数 4商店街 2商店街 2商店街 0商店街 5商店街 2商店街
補助金額 474 280 629 0 2,156 805

整備計画策定
商店街数 0商店街 0商店街 0商店街 1商店街 1商店街 0商店街
補助金額 0 0 0 460 500 0

アーケード調査・修繕
計画策定

商店街数 5商店街
補助金額 5,000

Wi-Fi設備
（29年度からインバウン
ド対策支援事業に移行）

商店街数 1商店街
数量 4基

補助金額 484

街路灯の撤去
商店街数 1商店街 4商店街 4商店街 4商店街

補助金額 43 3,092 1,781

2商店街 3商店街
数量 2基 25基 28基 95基 8基 41基

4,105 1,602 2,492

アーチ・アーケード
の撤去

商店街数 3商店街 2商店街 2商店街 1商店街 3商店街 1商店街
数量 4基 1施設、2基 12基 1基 14基 2基

補助金額 3,824 4,680 3,996 2,092 9,950 1,500
倒壊の恐れ等があると
判断された施設※2

数量 41基
補助金額 3,692

補助金額　合計 18,309 34,246 20,244 27,881 32,731 35,229



【 事業費の内訳 】
＜公共工事と一体的な整備工事＞

【 事業スケジュール 】
前年度8月末まで 計画認定申請提出
当年度7月末まで 補助金交付申請提出
補助金交付決定後 工事発注
工事終了後 実績報告書提出
完了検査終了後 補助金交付請求

【 事業開始年度 】
昭和28年度

【 根拠法令 】
横浜市商店街環境整備支援事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
平成30年度横浜市商店街環境整備支援事業
計画認定申請における概算事業費

２　商店街省エネ型ランプ交換事業 千円  (前年度 千円)
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】
施設整備の申請商店街数と補助金額の内訳（千円）

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
前年度8月末まで 計画認定申請提出
当年度7月末まで 補助金交付申請提出

実績報告書提出
補助金交付請求

平成24年度

【 根拠法令 】
横浜市商店街省エネ型ランプ交換事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】

平成30年度横浜市商店街省エネ型ランプ交換事業計画認定申請における概算事業費

（ 局 － ）

補助対象内容 補助率(金額) 補助限度額
計画策定費 50% 50万円 補助対象 補助率 補助限度額
アーケード等安全点検（調査）費 2/3 100万円 計画 50% 150万円

集客を図る
施設

街路灯
新設 14万円/基 500万円

但し、工事費の
75％が上限

設計 50% 1,000万円

改修 6万円/基 整備
法人商店会 25% 1億5,000万円
任意商店会 35% 5,000万円

アーケード

50%

500万円

舗道整備、放送施設、広報関連
施設、休憩関連施設
サイン施設（案内看板類、
片アーチ）、アーチ他
その他の施設

交通安全・
防犯を図る
施設

駐車場・駐輪場

500万円
車止め
防犯カメラ
その他の施設

防災等を図る
器具・施設

防災関連備品 100万円
防災関連施設 1,000万円

商店会を支
える施設

商店会事務所、共同事業所、
情報化施設、環境保全施設 500万円
その他の施設

施設の撤去
街路灯・アーチ・アーケードの
撤去

50% 500万円

金額の内訳 31年度 30年度 差引 説 明
事業費 35,229 32,731 2,498 計画認定申請数の増加
市内出張旅費 0 100 △ 100 商業経営支援事業に移管
自動車借上費 0 100 △ 100 商業経営支援事業に移管

合　計 35,229 32,931 2,298

7,397 2,506

４商店街

  商店街の保有する街路灯、アーチ及びアーケードについて、水銀灯等の従来型ランプからLED等の省エネ型ランプへの交
換に対しての補助を行うことにより省エネ化をより一層推進するとともに、商店街の街路灯に対する費用負担を軽減し活性
化を図ります。

27年度 28年度 29年度 30年度見込 31年度見込

75基

アーケード 0灯 146灯 21灯

申請商店街数 10商店街 10商店街 ３商店街 ３商店街
68基

アーチ、片アーチ 10灯 32灯 0灯 12灯 12灯
街路灯 312基 290基

31灯 440灯
補助金額 9,108 8,209 3,120 2,506 7,397

数量
90基

補助対象内容 31年度 30年度 差引 説 明
街路灯 2,040 2,250 △ 210

計画認定申請数の増加アーチ、片アーチ
5,357 256 5,101

アーケード
合　計 7,397 2,506 4,891

補助対象内容 補助率 補助限度額

省エネ型
ランプ交換事業

街路灯
50%

3万円/基（500万円を上限とする）
1,000万円アーチ、片アーチ

2万円/灯（500万円を上限とする）
アーケード

当年度3月末まで
完了検査終了後

【 事業開始年度 】

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 濃野　誠 鈴木　理恵 伊東　志のぶ

経済



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 6 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充 ○

（単位：千円）

補助率 ％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（　　　　　）・無

地域商業魅力向上支援事業費一覧

千円  (前年度 千円)
（1）商店街活性化のための区・局・事業者等連携事業
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

ア 事業の概要

イ 実施内容

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
区 ：　31年４月事業内容検討　７月事業開始　　32年３月事業検証
事業者等　： 31年４月以降随時　提案募集・事業開始　　32年３月事業検証
水道局との連携：

【 事業開始年度 】
平成28年度新規事業の区局連携魅力ある商店街づくり事業を吸収し、平成29年度より対象を拡大

【 根拠法令 】
区局連携魅力ある商店街づくり事業実施要綱（平成28年度）

4

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 商業振興

事  業  名 特記事項 中期計画-38の政策 平成30年度
事業評価書

番号

5-1-6
5

政策番号 主な施策番号

区　分 金　額 国 県

地域商業魅力向上支援事業
1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

平成30年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

0 53,380
0

31年度 53,380 0
補助事業

30年度 48,730
単独事業

4,650 0 0 0 0

0
48,730

0 4,650

歳出 27年度 28年度 29年度 歳出 32年度 33年度

増△減

予
算

9,000 12,000 57,895 予
算

54,000 54,000
9,000 12,000 57,895 54,000 54,000

決
算

8,824 6,702 52,034
8,824 6,702 52,034

（単位：千円）
31年度 30年度 差引 説明

魅力ある商店街づくり事業 32,500 26,850 5,650
商店街活性化のための区・局・事業者等連携事業 10,000 5,000 5,000 取組事業の拡充
商店街宅配・出張販売・送迎支援モデル事業 5,000 5,000 0
商店街フィールドサーベイ事業 5,000 5,000 0
近くにいいね！ＧＯＧＯ商店街事業 12,500 0 12,500 新規
商店街関連調査事業 0 5,000 △ 5,000 終了
商店街創生事業 0 5,350 △ 5,350 終了
商店街まるごと再生支援事業 0 1,500 △ 1,500 終了
商店街インバウンド対策支援事業 19,000 20,000 △ 1,000
商店街インバウンド対策支援事業 10,000 6,000 4,000
商店街セールスプロモーション事業 9,000 14,000 △ 5,000 事業効率化による減
大規模小売店舗立地法運用 1,880 1,880 0 事業効率化による減

合計 53,380 48,730 4,650

1　魅力ある商店街づくり事業 32,500 26,850

地域特性を活かして商店街を活性化するため、区や事業者等と連携し、新たな発想で商店街を活性化するプランを募集
し、商店街振興施策につなげます。

28年度 29年度 30年度見込 31年度見込

区のみならず、企業や地域の団体等から広くアイデアを募集し、商店街の活性化に向けた取組を実施します。募集する
際には、地域資源等を活用した魅力づくりや、情報技術やデータ活用等の新たな発想が入っていることを条件にします。
　31年度は、水道局と連携した、商店街のミスト装置による夏の暑さ対策にも取り組みます。

実施件数 ２件 ５件 ５件 ６件

（単位：千円）
差引 説明

商店街活性化のための区・局・事業者等連携事業 10,000 5,000 5,000 補助金、委託　等
31年度 30年度

31年４月～商店会募集・事業実施　32年３月事業検証



【 根拠とするデータ等 】
実施予定の区にヒアリング実施

（2）商店街宅配・出張販売・送迎支援モデル事業
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

ア 事業の概要

イ 実施内容

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
補助対象者選考
事業実施
検証

【 事業開始年度 】

【 根拠法令 】
横浜市商店街宅配・出張販売・送迎支援モデル事業補助対象者選考要綱
横浜市商店街宅配・出張販売・送迎支援モデル事業補助金交付要綱

【 根拠とするデータ等 】
商店街実態調査（27年度）、消費者購買行動意識調査（27年度）

（3）商店街フィールドサーベイ事業
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
31年6月 対象商店街の募集
31年8月 調査機関との委託契約締結、調査開始

【 事業開始年度 】
平成30年度

【 根拠法令 】

【 根拠とするデータ等 】
データで見る商店街事業商圏調査（29年度）

(4) 近くにいいね！ＧＯＧＯ商店街事業
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 事業費の内訳 】

　31年10月の消費税増税を踏まえ、「生活に身近な買い物の場」としての商店街の魅力を改めて周知・発信する機会
の創出を支援します。

関心のある商店街からモデルプランを募集し、選考の上、経費の一部を補助します。

支援対象
30年度

５商店会
31年度見込
５商店会

（単位：千円）
31年度 30年度 差引 説明

商店街宅配・出張販売・送迎支援モデル事業 5,000 5,000 0 事業費補助

31年４月～
31年７月～
32年３月～

平成30年度

30年度見込 31年度見込

　来街者満足度や交通量等の実地調査によるデータを用いて、効果的なイベント企画やターゲットを絞った広報・販促活
動

対象商店街  ７箇所 ６～７箇所

（単位：千円）
31年度 30年度 差引 説明

30年度の実施状況に基づき、31年度以降の実施方法等を決定していきます。

商店街フィールドサーベイ事業 5,000 5,000 0

なし

事業名 31年度 30年度 差引 説明
近くにいいね！ＧＯＧＯ商店街事業 12,500 0 12,500 ＠250千円×50団体

消費者が商店街に期待するサービスである宅配・出張販売・送迎により、消費者の利便性を向上させ、新たな顧客獲得
に取り組む商店街を支援します。

32年度見込
５商店会



【 事業スケジュール 】
31年４月 事業周知
31年６月～ 補助申請受付開始
31年10月～12月 事業実施期間

【 事業開始年度 】

【 根拠法令 】
ＧＯＧＯ商店街支援事業補助金交付要綱(31年度新設予定）

商店街実態調査（27年度）、消費者購買行動意識調査（27年度）

千円
（1）商店街インバウンド対策支援事業
【 事業の概要及び31年度実施内容 】

※合算上限（①＋②）＝500万円

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】
平成29年度

【 根拠法令 】
商店街インバウンド対策支援事業補助金交付要綱

商店街実態調査（27年度）

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 事業費の内訳 】

平成31年度

【 根拠とするデータ等 】

2　商店街インバウンド対策支援事業 19,000 （前年度　20,000千円）

　商店街が行うインバウンド対策事業（ハード事業、ソフト事業）に係る経費の一部について補助を行い、訪日外国人な
ど新たな顧客獲得を目指す商店街づくりを支援します。31年度は、訪日外国人の消費を商店街に呼び込むために、キャッ
シュレス決済環境導入のための環境整備や「一商店街一国運動」などの機運醸成企画に対しても支援を行っていきます。

また、訪日外国人旅行者をはじめとする、新たな集客策に取り組む商店街を支援することを目的に、商店街へのアドバ
イザー派遣や、セミナーの開催等を行います。

事業名
商店街インバウンド対策支援事業

①施設整備（ハード事業） ②施設整備以外（ソフト事業）
補助対象 市内商店会

補助内容 Wi-Fi設備の整備等

多言語マップ、多言語ＨＰ、
キャッシュレス決済導入のた
めの環境整備、国際交流イベ
ントに関連する多言語広報媒
体の作成等

補助率 2/3
補助限度額※ 500万円 100万円

29年度 30年度見込 31年度見込
補助金交付件数 ５件 ５件 ８件

（単位：千円）
31年度 30年度 差引 説明

商店街インバウンド対策支援事業 10,000 6,000 4,000 補助金、謝金　等

31年４月 商店街への事業説明、申請書の配布
31年５月～32年３月　 アドバイザー派遣
31年10月～ セミナー開催
31年12月 申請書の受付締切
32年３月 実績報告書の受領

【 根拠とするデータ等 】

（2）商店街セールスプロモーション事業

　30年度に作成した日本語・英語・中国語（繁体字・簡体字）・韓国語・フランス語のリーフレットや、29年度から開設
している外国人観光客向け商店街紹介ウェブサイトを通じて効果的なPRを行います。また、外国人向けメディア等を活用
して、市内商店街の魅力を訪日観光客に向けて発信します。

（単位：千円）
31年度 30年度 差引 説明

商店街セールスプロモーション事業 9,000 14,000 △ 5,000 委託



【 実績の推移・今後見込み】

【 事業スケジュール 】
リーフレット増刷、商店街ウェブサイト更新、商店街ツアー実施

【 事業開始年度 】
平成29年度

【 根拠法令 】
なし

【 根拠とするデータ等 】
商店街実態調査（27年度）

千円  (前年度 千円)
【 事業の概要及び31年度実施内容 】
　大規模小売店舗立地法に基づき、大型店の設置者に対し、周辺生活環境への配慮等に関する調整を行います。

(1) 大規模小売店舗立地審議会の運営
(2) 大規模小売店舗立地及び手続きに係る相談・協議対応
(3) 大規模小売店舗立地及び関係規定の適正な運用

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
31年４月～　大規模小売店舗立地審議会の運営　審議会５回開催（予定）
31年４月～  大規模小売店舗立地及び手続きに係る相談・協議対応
31年４月～　大規模小売店舗立地及び関連規定の適正な運用

【 事業開始年度 】
平成12年度（大規模小売店舗立地法施行）

【 根拠法令 】
大規模小売店舗立地法、横浜市大規模小売店舗立地審議会条例

【 根拠とするデータ等 】
法令に基づき実施する事業

（ 局 － ）

29年度 30年度見込 31年度見込
①商店街紹介ウェブサイト

商店街エリア数　12
①商店街紹介ウェブサイト

商店街エリア数　17
①商店街紹介ウェブサイトの継続

②リーフレット
英語・日本語版　A２サイズ

②リーフレット
日本語・英語・中国語（繁体字・

簡体字）・韓国語・フランス語

②リーフレットの増刷
日本語・英語・中国語（繁体字・簡

体字）・韓国語・フランス語
③その他情報発信など

海外ブロガー、海外メディア、
国内旅行代理店の商店街ツアーを
５回実施

③その他情報発信など
海外ブロガー、海外メディアの商

店街ツアーを実施

③その他情報発信など
メディアの効果的な活用によるPR

31年４月～

3　大規模小売店舗立地法運用 1,880 1,880

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績
大店立地法届出 (件） 74 76 70 71

31年度 30年度 差引 説明

30年度見込 31年度見込 32年度見込
80

経済

大規模小売店舗立地法運用 1,880 1,880 0 報酬、委託　等

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 濃野　誠 田村　彰 上田　真理子

80 80



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 6 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充 ○

（単位：千円）

100 ％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

（１）発行概要
よこはま生活応援商品券（仮称）

発行主体 横浜市及び関係団体等による実行委員会方式　※予定
ア 31年度住民税非課税者（課税基準日31年1月1日時点）　約51.5万人
イ 3歳未満の子が属する世帯主（31年6月1日時点を想定）　約9万人
総額　約151億円（プレミアム分25％） 総数　302.5万冊

発行内容 １冊　5,000円分（500円券×10枚綴り）
１冊　4,000円 対象者１人あたり５冊まで
平成31年10月1日（火）～平成32年3月31日（火）※予定
主に横浜市内にある小売店、飲食店など

（２）業務分担及び業務の流れ
《非課税者分》 《子育て世帯分》

①想定対象者への個別広報活動等 ①住民基本台帳に基づき、対象者抽出
②購入希望者から市へ購入申請書の送付 ↓
③購入希望者の要件確認 ↓
④要件該当者へ商品券の購入引換券送付 ④商品券購入引換券送付 ※①～④については、

↓ ↓ 健康福祉局及びこども青少年局、
⑤商品券販売窓口にて商品券販売 ⑤以降を経済局が所管します。

【 実績の推移・今後見込み 】
31年度単年事業

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】
平成31年度

【 根拠とするデータ等 】
プレミアム付商品券事業（平成31年度政府予算案（内閣官房））

（ 局 － ）経済

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 濃野　誠 原　弘岳 後藤　由樹

参加店舗

本市（経済局）
実行委員会
立ち上げ準

備

2月 3月 4月

市民

8月 9月 10月 11月 12月 1月3月 4月 5月 6月 7月

２　その他（職員手当） 4,000 0 4,000
合 計 3,641,011 0 3,641,011

(2)プレミアム分（25％） 3,025,000 0 3,025,000 ＠対象者：605,000人×5千円
(3)委託費（ﾌﾟﾚﾐｱﾑ分除く） 0

１ プレミアム付商品券事業 ※全額を実行委員会への負担金として支出
(1)実行委員会事務局経費 0 予備費含む

利用期間
参加店舗

31年度 30年度 差　引 説 明

　消費税・地方消費税率の10％への引き上げが低所得者・子育て世帯（０～２歳児）の消費に与える影響を緩和するとともに、地域
における消費を喚起することを目的として、プレミアム付商品券の販売を行います。

名称

対象者

発行額 発行数

販売価格 購入限度

- - -
決
算

- - -
- - -

33年度
予
算

- - - 予
算

- -
- -

歳出 27年度 28年度 29年度 歳出 32年度

0
増△減 3,641,011 3,641,011 0 0 0 0 0
30年度 0 0
単独事業 補助率
補助事業
31年度 3,641,011 3,641,011 0 0 0 0

市債 一般財源
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

区　分 金　額 国 県 諸収入

プレミアム付商品券事業 平成30年度
事業評価書

番号

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 商業振興

事  業  名 特記事項 中期計画-38の政策 平成30年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号

購入希望者申請 購入・利用

精算販売場所の調整

参加店舗応募 商品販売、換金持ち込み

参加店舗の募 販売準備 商品券の販売・利用状況確認等



（様式①）

[経済局消費経済課] 　５款　１項　７目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

０１
消費生活総合セン
ター運営事業

255,100 228,837 256,463 183,514 △ 1,363 45,323

０２
横浜市消費者協会
補助事業

12,681 12,681 14,090 14,090 △ 1,409 △ 1,409

０３－１
消費生活審議会運
営事業

1,894 1,894 2,019 2,019 △ 125 △ 125

０３－２
消費生活推進員活
動事業

11,849 1,902 12,723 2,113 △ 874 △ 211 ○

０３－３
事業者指導等、つ
どい事業

683 673 758 748 △ 75 △ 75

０３－４
消費者教育事業

17,767 1,443 9,846 2,225 7,921 △ 782 〇 〇

０４－１
計量検査業務費

33,069 24,715 32,147 22,744 922 1,971

０４－２
適正計量推進費

4,400 4,391 4,650 4,641 △ 250 △ 250

計 337,443 276,536 332,696 232,094 4,747 44,442

事　業　計　画　書　目　次

増△減（31－30）
新
規
・
拡
充

38
の
政
策

計画
書頁 事　　業　　名

31年度 30年度



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 7 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】
　消費者の利益の擁護及び増進を図り、市民の安全で快適な消費生活の実現に寄与することを目的として設置した消費生活施策
拠点施設である横浜市消費生活総合センターを消費者安全法に基づく「消費生活センター」として管理運営するとともに、公有
財産である経済局貸室の維持管理を行う。
(1)センター指定管理事業(指定管理者：公益財団法人横浜市消費者協会)

ア 消費者教育に関すること イ 消費生活の相談及び苦情の処理等に関すること
ウ 商品テストその他商品の実習に関すること エ 消費生活に関する資料の展示等に関すること
オ 消費生活に関する情報の収集及び提供に関すること カ 消費者の主体的な活動のための施設の提供に関すること
キ その他上記ア～カに準ずる事業

(2)共益費(ゆめおおおかオフィスタワー共益費)
(3)公有財産維持管理経費

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】
[歳出内訳] (単位：千円)

(1)センター指定管理料

(2)共益費
(3)指定管理者選定評価委員会経費

(4)公有財産維持管理経費

【 事業開始年度 】
(1) 昭和49年度  横浜市消費者センター設置
(2) 平成9年度  横浜市消費生活総合センター設置（上大岡に移転）

【 根拠法令 】

（１）消費者安全法 （４）横浜市消費生活総合センター条例施行規則

（２）横浜市消費生活条例 （５）横浜市消費生活総合センター運営要綱

（３）横浜市消費生活総合センター条例

【 根拠とするデータ等 】

横浜市消費生活総合センター指定管理応募にあたっての事業計画、横浜市消費生活総合センターの管理に関する年度協定書、決算額

（ 局 － ）経済

8

230,354 230,354

0

255,350 255,350

45,323

183,514

32年度 33年度歳出
255,721

29年度

5-1-7
1

区　分 金　額

31年度

平成30年度
事業評価書

番号

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

175

市債 一般財源

中期計画-３８の政策
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳

26,088

0
183,514

228,837

平成30年度
事業評価書

番号

一 般 財 源 等

経済
事  業  名 特記事項

消費経済

72,941
単独事業

県

252,814
183,919 183,231

28年度

補助率

増△減 △ 1,363
30年度 256,463

深澤　遼

課長 係長 消費生活係

山口　敏子 田村　亮本資料は、公正・適正に作成しました。

国

253,681

252,361

予
算

244,566

歳出

0 △ 46,853

182,104
決
算

予
算

27年度

182,170

167

182,684
249,374

１　消費生活総合センター
　　運営事業

0255,100
補助事業

26年度予算 27年度予算 28年度予算 29年度予算 30年度見込 31年度見込 32年度見込

運
営
事
業
費

センター指定管理料 239,446 241,272 241,093 243,717 244,459 244,426 244,390
共益費 11,411 11,411 11,411 11,411 11,411 10,361 10,361
指定管理者評価委員会 283 283
指定管理者選定委員会 283 283
センター所長会議運営経費 6
公有財産維持管理経費 310 715 310 310 310 313 316

歳出合計 251,173 253,681 252,814 255,721 256,463 255,100 255,350
建物貸付収入 - - - - - - -
目的外使用料 8 8 8 8 8 8 8
雑入 167 167
（消費者行政推進事業費補助金） 67,157 72,941 26,088 24,821
（消費者行政活性化事業費補助金） 67,928 69,754 69,575 5,042

歳入合計 67,936 69,762 69,583 72,207 72,949 26,263 24,996

31 年 度 30 年 度 差    引 説明

244,426 244,459 △ 33
交付金活用期限の一部終了に伴う
センター事業費の削減

10,361 11,411 △ 1,050 見直しによる減
0 283 △ 283 31年度開催予定なし

313 310 3 消費税増額反映
合計 255,100 256,463 △ 1,363



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 7 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】
○横浜市消費者協会の運営費補助

横浜市消費者協会は、横浜市の消費者行政推進のための外郭団体として設立された。高い公益性を有するため、
人件費、事業費及び運営費等を補助してきたことから、円滑かつ効率的な運営を行うための経費を補助する。
　随時見直しを行うことで、運営費及び事業費を削減してきたが、今後も公益財団法人として、適正な事業運営
を維持しながら、経費節減に努める。

○31年度実施内容
(1) 人件費・厚生費
(2) 事業費
(3) 運営費(事務局費等)

【 実績の推移・今後見込み 】

①人件費・厚生費
②事業費
③運営費
④退職手当積立金

【 事業費の内訳 】
[歳出内訳] (単位：千円)

①人件費・厚生費
②事業費
③運営費（事務局費等）
④退職手当積立金

【 事業スケジュール 】
消費者活動等促進連携事業（大学等連携）の通年実施

【 事業開始年度 】
(1) 昭和49年度：横浜市消費者センター設置
(2) 昭和54年度：(財)横浜市消費者協会設立
(3) 平成 9年度：横浜市消費生活総合センター設置
(4) 平成14年度：特定計量器定期検査の指定定期検査機関としての指定
(5) 平成18年度：横浜市消費生活総合センター指定管理者の指定（指定期間５年間）
(6) 平成23年度：横浜市消費生活総合センター指定管理者の指定（２期目：指定期間５年間）
(7) 平成24年度：公益財団法人認定
(8) 平成28年度：横浜市消費生活総合センター指定管理者の指定（３期目：指定期間５年間）

【 根拠法令 】

地方自治法232条の２

横浜市補助金等の交付に関する規則

公益財団法人横浜市消費者協会運営費補助金交付要綱

横浜市消費生活総合センター条例

【 根拠とするデータ等 】

平成29・28年度　人件費・厚生費決算額

外郭団体等役員及び職員の人事及び給与の基準に関する要綱

公益財団法人横浜市消費者協会役員及び評議員の報酬等に関する基準

（ 局 － ）

0 0 0
合　計 12,681 14,090 △ 1,409

65 100 △ 35 事業費の減
550 599 △ 49 事務費の減

0 0 0

12,066 13,391 △ 1,325 見直しによる減

0

30 年 度 差    引

1,180 884

31 年 度

500
1,912 1,430 1,332

説明

32年度見込
12,681
12,066

65
550550

12,681

836 599

12,066
200 200 180 115 100 65

12,269 12,463 13,379 13,391

31年度見込
15,561 14,783 14,475 14,330 14,090

28年度予算 29年度予算 30年度見込

２　横浜市消費者協会補助事業

012,681
補助事業

14,330
決
算

予
算

27年度

14,783

0

14,475

14,475
14,783 14,475

14,475

14,783

14,330

予
算

14,783

0 0
14,090

本資料は、公正・適正に作成しました。

国

26年度予算 27年度予算

12,269
協会運営費補助金

28年度

補助率

増△減 △ 1,409

単独事業

若林　昌宏

課長 係長 消費生活係

山口　敏子 田村　亮

12,681

△ 1,409

歳出

経済
事  業  名 特記事項

消費経済

30年度

主な施策番号

区　分

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

平成30年度
事業評価書

番号

一 般 財 源 等

中期計画-38の政策
政策番号

金　額

31年度

財　源　内　訳
県 一般財源

12,681 12,681

0

平成30年度
事業評価書

番号

14,330

32年度
14,330

市債

14,090

29年度 33年度歳出

経済

12,681 12,681

0

5-1-7
  2



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 7 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】

平成８年度

【 根拠法令 】

横浜市消費生活条例、同施行規則及び消費者教育推進法

【 根拠とするデータ等 】

条例で設置が規定されている審議会であるため、根拠データはありません。代替根拠は次のとおり。

横浜市消費生活条例第７条、同施行規則第３条、横浜市消費生活審議会運営要領、消費者被害救済部会運営要綱、

横浜市消費生活審議会委員公募要領

（ 局 － ）

○審議会は全委員が出席する。部会は、10名以内で構成される。
○部会は施策検討部会、消費生活協働促進事業審査評価部会、消費者被害救済部会、公募委員選考部会、消費者教育推進
地域協議部会の５部会設置
○消費者被害救済部会には、消費生活総合センターで解決困難となった案件でかつ要件を満たす案件が付託される。

○審議会
平成31年10月（第12次審議会運営状況の報告等）

○消費者被害救済部会
付託案件に応じて開催。付託案件がない場合は平成31年８月頃開催

○施策検討部会
平成31年４～５月、８～９月頃、11月～12月頃、平成32年２月～３月頃開催

○消費生活協働促進事業審査評価部会
　平成31年４月　　31年度募集事業の審査
　平成31年６月　　30年度実施事業の評価
○公募委員選考部会

市民委員に欠員が生じた場合に２回開催、欠員が生じなければ32年度に第13次市民委員公募に伴う部会を開催予定
○消費者教育推進地域協議部会

平成31年７月開催

（２）訴訟資金の貸付 1 1 0
　　合 計 1,894 2,019 △ 125

31年度 30年度 差　引 説 明
（１）消費生活審議会の運営 1,893 2,018 △ 125 開催回数及び事務費の見直しによる減

12 12
合計 7 6 10 8 10 13 14

部会 6 5 8 7 8

＊32年度見込
消費生活審議会 1 1 2 1 2 1 2

平成８年10月に施行された、横浜市消費生活条例に基づく消費生活審議会及び各部会を運営し、市民の安全で快適な消費生活
の実現を図る。平成31年度は、平成30年10月に開始した第12次審議会の運営を行う。

○消費生活審議会の概要
構成…学識経験者（８名以内）･事業者代表（６名以内）･消費者代表（６名以内）の計20名以内
目的…①消費生活に関する重要事項の調査審議 ②消費者被害の救済に関するあっせん・調停

③消費生活に係る訴訟援助に関する調査審議

◇過年度推移と今後の見込み（＊は委員委嘱年度）
＊26年度実績 27年度実績 ＊28年度実績 29年度実績 ＊30年度見込 31年度見込

３　消費生活条例に関する運営事業
　　１　消費生活審議会運営事業

01,894
補助事業

0 0

1,008
決
算

予
算

27年度

805

0

1,410
1,410

本資料は、公正・適正に作成しました。

国

1,754

1,008

予
算

805

歳出

佐々木　里美

課長 係長 消費生活係

山口　敏子 田村　亮

1,833
1,754 1,833

28年度

補助率

増△減 △ 125
30年度 2,019

経済
事  業  名 特記事項

消費経済

単独事業

県

0
2,019

1,894

平成30年度
事業評価書

番号

一 般 財 源 等

中期計画-38の政策
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

市債 一般財源区　分 金　額

31年度

平成30年度
事業評価書

番号

1,833

32年度 33年度歳出
1,833

29年度

経済

2,289 1,904

0

2,289 1,904

△ 125

5-1-7
 3-1



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 7 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

市民の安全で快適な消費生活の実現のため「消費生活推進員」を委嘱し、消費者自身が主体的活動・交流・見守りを地域で行う
ことにより安全・安心な消費生活につなげる知識・情報の普及と消費者被害の未然防止を図る。

（１）活動助成 地区代表活動費・・・地区活動の中心である地区代表への事務費・旅費相当分を助成する。
（２）活動運営

①会議運営・・・区代表との連絡調整会議を開催する。
②研修開催・・・推進員全員を対象に研修を行う。推進員の役割、消費者被害未然防止のための高齢者等の見守りや講座を

③表彰・・・ 地域の消費生活活動に尽力し、市民の安全で快適な消費生活の推進に功績のあった推進員を表彰する｡
④委嘱式開催・・・各区が主催する平成31年度消費生活推進員の委嘱式を支援する。（平成31年4月実施）

（３）神奈川県補助金活用事業
①消費者問題解決力強化（消費生活に係る専門知識を習得する研修の実施、地域に向けた情報発信支援）
②啓発講座用教材・啓発用物品の購入
③消費生活推進員活動活性化モデル事業（地域での消費生活の啓発活動を活性化するための取組を実施）
④地域活動実践力強化研修（地域団体等との調整や連携に向けた、実践力を身につけるための研修をモデル区で実施）
⑤地域の見守りネットワーク担い手確保（消費生活推進員や自治会・町内会、民生委員等による見守りネットワーク構築の

 ための活動支援）
【 実績の推移・今後見込み 】

消費者被害の未然防止に関する啓発活動（全市）

(人）

研修の参加者数(人）

【 事業費の内訳 】
事業名

地区代表活動費 地区数増による
区代表会議運営費
研修開催費
表彰経費
推進員募集活動費
委嘱式開催経費
その他事務費
消費者問題解決力強化
啓発講座用教材等購入・作成
教材作成委託
推進員活動活性化モデル事業 県補助金(交付金)期間終了に伴う減
地域活動実践力強化研修

【 事業スケジュール 】
① 地区代表活動費助成 6月に区配
② 区代表会議の開催 2回開催（6月、1月）
③ 委嘱式の開催 4月（各区で実施）
④ 新任者研修、消費者力向上カレッジ、消費者市民社会関係研修、高齢者等の見守りに関する研修、出前講座への講師派遣
⑤ 地域活動実践力強化研修 モデル区で実施

【 根拠法令 】横浜市消費生活条例、横浜市消費生活条例施行規則、横浜市消費生活推進員要綱

【 根拠とするデータ等 】消費者被害未然防止に関する啓発活動の実績、センターの認知度と消費生活推進員の相関関係について、

 消費生活推進員数

（ 局 － ）

3,000 0

300 300 0
3,163

【 事業開始年度 】昭和56年度　

1,000 1,000 0
地域の見守りネットワーク担い手確保 3,000

合　　計 11,849 12,723 △ 874

490 0 490 隔年実施による増
35 36 △ 1 事務費見直しによる減

△ 663

1,055 1,055 0
2,092 2,092 0

2,500

隔年実施による増
0 31 △ 31 隔年実施による減
0 821 △ 821 隔年実施による減

972 960 12
35 35 0

370 230 140

地域の見守りネットワーク

担い手確保講座（回数）
－ － 17 56 約60 約65 約65

31年度 30年度 差　引 説 明

新任者研修、ス
テップアップ研
修、消費者力向
上カレッジ

　延べ1,679

消費者力向上カ
レッジ(基礎・専
門）研修
　　延べ374

新任者研修、消
費者力向上カ
レッジ(基礎・
専門)研修

　延べ1,736

消費者力向上カ
レッジ(基礎・専
門)研修
　　延べ445

新任者研修、消
費者力向上カ
レッジ(基礎・
専門)研修

　延べ1,750

約1,600

新任者研修、消
費者力向上カ
レッジ(基礎・
専門)研修
　　延べ450

消費者被害未然防止啓発
活動（回数）

294 271 313 422 約425 約430 約430

ステップアップ
研修、消費者力
向上カレッジ

延べ309

地　区　数 149 160 160 161 約162 約162 約162
推進員数 1,613 1,572 1,590 1,538 約1,550

地域で開くための技術と知識、消費者市民社会形成に資する知識の習得のために研修を実施する。

31年度見込 32年度見込
約1,600

7,012

3 消費生活条例に関する運営事業
　　2　消費生活推進員活動事業

011,849
補助事業

年 度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度見込

 1 事業の概要

 2 31年度実施内容

9,379
1,878 1,769

28年度

補助率

増△減 △ 874
30年度 12,723

課長 係長 消費生活　係

山口　敏子 田村  亮本資料は、公正・適正に作成しました。

国

9,488

9,492

予
算

7,878

歳出

0 △ 663

2,185
決
算

予
算

27年度

2,196

0

1,935

経済
事  業  名 特記事項

消費経済

10,610
単独事業

県

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

市債 一般財源

中期計画-38の政策
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳

9,947 1,902

平成30年度
事業評価書

番号

区　分 金　額

31年度

平成30年度
事業評価書

番号

一 般 財 源 等

経済

2,113 1,902

0

12,060 11,849

△ 211

2,006

32年度 33年度歳出
12,616

29年度

0
2,113

金子　順子

5-1-7
 3-2



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 7 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】
1

2

3

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
1 通年
2 通年
3 つどい連絡会：平成31年７月・11月　、　意見交換会：平成32年1月

【 事業開始年度 】

1 平成14年度

2

3 平成14年度

【 根拠法令 】

1 平成14年度

2

3 平成14年度

【 根拠とするデータ等 】

・消費生活関連四法表示監視等事業

（ 局 － ）

消費者のつどい事業

事業者指導

消費生活関連四法表示監視等事業 平成12年度 （電気用品安全法、ガス事業法の表示監視は、平成24年度から実施。）

消費者のつどい事業

消費生活関連四法表示監視等事業
消費者のつどい事業

事業者指導

消費生活関連四法表示監視等事業 平成12年度 （電気用品安全法、ガス事業法の表示監視は、平成24年度から実施。）

合 計 683 758 △ 75

事業者指導

３　消費者のつどい事業 14 15 △ 1
４　その他事務費 512 578 △ 66

１　事業者指導 133 140 △ 7
２　消費生活関連四法表示監視等事業 24 25 △ 1

1

31年度 30年度 差　引 説 明

3
つどい連絡会（回） 2 2 2 2 2
意見交換会  （回） 1 1 1 1 1 1

2 2

30 30
ガス用品検査（点） 79 57 55 35 50 50 50
電気用品検査（点） 111 20 20 14 30

100
消費生活用製品検査（点） 47 25 73 128 30 30 30

1 1

2

家庭用品検査（点） 277 42 1,345 33 100 100
文書指導　　 (件） 0 0 0 0 1

32年度見込

1
口頭注意　　（件） 47 30 23 22 30 30 30

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込

事業者指導
消費生活総合センターに寄せられた相談情報をPIO-NET（全国の消費生活相談情報を閲覧することができるネットワーク）
により分析し、必要に応じ条例による事業者指導を行う。また、消費生活総合センターでのあっせん立会いや事業者訪問の
際に口頭による注意･指導を行う。
消費生活関連四法表示監視等事業
立入検査の実施（消費生活関連四法表示監視）・・・・「家庭用品」（90品目）の品質表示、「消費生活用製品」（10品
目）のＰＳＣマーク、「電気用品」（457品目）のＰＳＥマーク及び「ガス用品」（8品目）のＰＳＴＧマークに関し、本市
職員が、市内販売店への立入検査を行い、表示の適正化及び法の遵守について周知を図る。

消費者のつどい事業
消費者の消費生活に関する意見や要望が、事業者の事業活動に反映されるよう、消費者と事業者の交流を行う。

3 消費生活条例に関する運営事業
 3 事業者指導等、つどい事業

0683
補助事業

0 0

1,433
決
算

予
算

27年度

317

0

395
395

本資料は、公正・適正に作成しました。

国

440

1,433

予
算

317

歳出

北村　奈帆子

課長 係長 消費生活係

山口　敏子 田村　亮

418
430 408

28年度

補助率

増△減 △ 75
30年度 758

経済
事  業  名 特記事項

消費経済

10
単独事業

県

0
748

673

平成30年度
事業評価書

番号

一 般 財 源 等

中期計画-３８の政策
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳

10

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

市債 一般財源

5-1-7
3-3

区　分 金　額

31年度

平成30年度
事業評価書

番号

831

32年度 33年度歳出
841

29年度

経済

673 673

0

683 683

△ 75



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 7 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充 〇

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
通年(随時）　専門家・事業者派遣による出前講座実施

平成31年５月　平成31年度横浜市消費者教育推進計画の確定
平成31年５月～32年３月　啓発教材の整備
平成32年１月　はたちブック掲載

【 事業開始年度 】

【 根拠法令 】

【 根拠とするデータ等 】

出前講座実施件数の実績の推移

横浜市消費生活審議会報告（第10次、第11次）

（ 局 － ）

10回事業者と連携した出前講座 - - - １回 ６回

経済

3,903 8,727

0

20,227 20,227

△ 782

32年度 33年度歳出
8,371

29年度

区　分 金　額

31年度

平成30年度
事業評価書番

号

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

市債 一般財源

中期計画-３８の政策
政策番号 主な施策番号

14 6

財　源　内　訳

16,324

県

0
2,225

1,443

平成30年度
事業評価書番

号

一 般 財 源 等

歳出

経済
事  業  名 特記事項

消費経済

7,621
単独事業

　　　　消費生活係

山口　敏子 田村　亮

28年度

補助率

増△減 7,921
30年度 9,846

5,627

本資料は、公正・適正に作成しました。

国

消費者教育の推進のため、学校現場や家庭、若者及び担い手の育成に向けた事業を実施する。

・専門家や事業者派遣による市立小・中・義務教育学校及び高等学校への出前講座、教員研修、親子金銭教育講座の実施、啓発教材の整備 等

・横浜市消費者教育推進の方向性や第10次横浜市消費生活審議会報告書（平成28年９月）に基づき、担い手の育成として、地域
の方や事業者等に対して消費生活に関わる研修等を実施する。また、第11次横浜市消費生活審議会報告書（平成30年９月）を踏
まえ、引き続き事業者と連携した「お助けカード」等の配布を行うなど、高齢者の消費者被害防止に向けた取組を実施する。

小美濃　咲

課長 係長

0 8,703

7,271
1,170 2,850 2,350

903

0

2,636

5,591

7,356

予
算

4,617

特に民法の成年年齢引下げを見据え、若年者への消費者教育の取組を進める。

３ 消費生活条例に関する運営事業
　４　消費者教育事業

017,767
補助事業

1,963
決
算

予
算

27年度

　消費者教育事業は、教育委員会事務局との連携のもと、市立小・中・義務教育・高等学校での出前講座等を実施するとともに、学
校現場だけでなく家庭や事業者と連携した事業を併せて実施する。また、「消費者市民社会」に関する教材を作成し啓発を行う。

協
働
事
業

実施団体数(数） 4 4 2 2 2 0

10回

510校 510校

消費者教育ライブラ
リー（貸出実績）

ビデオ等 86本
図書 １冊

ビデオ等 80本
図書 ０冊

ビデオ等 50本
図書 ０冊

ビデオ等 45本
図書 0冊

ビデオ等 50本
図書 １冊

ビデオ等 50本
図書 １冊

ビデオ等 50本
図書 １冊

啓発教材の市立学校への配布 30校 492校 491校 489校 510校

教科別研究会３回 教科別研究会３回

親子金銭教育講座 ３回 ３回 ２回 ２回 ５回 ５回 ５回

専門家派遣による教員研修 教科別研究会２回 教科別研究会４回 教科別研究会１回 教科別研究会1回 教科別研究会３回

小学校55回

中学２回 中・特５回 中・特・区５回 中・特・高校7回 中・特・高校5回 中・特・高校５回 中・特・高校５回

31年度見込 32年度見込

消
費
者
教
育
事
業

専門家派遣による
出前講座

小学校21回 小学校22回 小学校30回 小学校37回 小学校45回 小学校55回

内　　容 26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込

0

補助金の推移(千円) 800 800 800 800 800 0 0

内 容 31年度 30年度 差　引 説 明

消
費
者
教
育
事
業

専門家派遣による出前講座 3,370 1,245 2,125 実績に応じた見直しによる増
専門家派遣による教員研修 165 165 0
親子金銭教育講座等 265 265 0
啓発教材の整備 2,379 3,701 △ 1,322 見直しによる減
はたちブック掲載料等 35 35 0
大学連携事業 210 210 0
消費者啓発等広報 18 20 △ 2 見直しによる減
消費者市民社会啓発 535 650 △ 115 見直しによる減
事業者と連携した出前講座 590 410 180 実施見込み回数の増による増
地域の担い手等育成研修 0 325 △ 325 県費活用による減
地域の見守りネットワーク担い手確保 10,200 2,000 8,200 実施事業の増及び見直しによる増

協
働

消費生活協働促進事業補助金 0 800 △ 800 見直しによる減
事務費 0 20 △ 20 見直しによる減

・消費者基本法、消費者安全法、消費者庁消費者基本計画、横浜市消費生活条例、消費者教育の推進に関する法律

　　合 計 17,767 9,846 7,921

消費者教育事業:昭和62年度

5-1-7
 3-4



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 7 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】

1

 横浜市手数料条例第2条の規定に基づく計量検査手数料の徴収

2

【 実績の推移・今後見込み 】

％ ％ ％ ％

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

1

2  検査用分銅(実用基準分銅)・基準器等の管理業務
 分銅・基準器管理

【 事業開始年度 】
昭和27年度

【 根拠法令 】

【 根拠とするデータ等 】

平成29年度　計量事業のあらまし（年報）

（ 局 － ）経済

9,403

24,715 24,715

0

33,069 33,069

1,971

23,931

32年度 33年度歳出
31,491

29年度

5-1-7
4-1

区　分 金　額

31年度

平成30年度
事業評価書

番号

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

8,354

市債 一般財源

中期計画-38の政策
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳

0
22,744

24,715

平成30年度
事業評価書

番号

一 般 財 源 等

経済
事  業  名 特記事項

消費経済

単独事業

県

32,681
24,196 23,708

28年度

補助率

増△減 922
30年度 32,147

長谷川　悠一

課長 係長 計量検査所

山口　敏子 日吉　紀之本資料は、公正・適正に作成しました。

国

31,239

31,853

予
算

30,431

歳出

0 0

23,799
決
算

予
算

27年度

22,871

△ 1,049

23,434
32,838

4 計量検査推進費
　1 計量検査業務費

033,069
補助事業

　計量器定期検査業務
　計量法の規定に基づき、取引・証明に使用する計量器（はかり）の定期検査（2年に1回）を行う。
　検査は、指定定期検査機関に指定された横浜市消費者協会が実施する。
　検査対象区域：市域を南北2地区に分け、隔年で実施。奇数年度が北部地区8区、偶数年度が南部地区10区
 平成31年度：北部地区 8区（鶴見区・神奈川区・西区・中区・港北区・緑区・青葉区・都筑区）

　検査用分銅（実用基準分銅）・基準器等の管理業務
　検査に使用する分銅(実用基準分銅)の調整、基準器・比較器等の調整及び保管・管理　

計量器定期検査実績　(＊はかりの検査個数には分銅・おもりを含む。)　
区　分 26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込 32年度見込

検査戸数 2,746 2,730 2,727 2,870 2,900 2,900 2,900
はかりの検査個数 9,425 7,431 9,405 7,610 9,600 7,600 9,600
不合格個数 126 89 98 94
不合格率 1.34 1.20 1.04 1.24

31年度 30年度 差　引 説 明
計量器定期検査業務委託費 30,590 29,850 740 大型はかり検査実施のため増
計量検査システム関係費 568 900 △ 332 経費節減による減
基準器等管理業務費 1,718 1,118 600 年度周期による基準器検査受検による増
その他事務費 193 279 △ 86 経費節減による減
合 計 33,069 32,147 922

計量法（平成4年法第51号）　第19条第1項（定期検査）、第20条第1項（指定定期検査機関）

横浜市手数料条例第2条

 計量器定期検査
(1) 計量器定期検査 平成31年4月～平成32年3月
(2) 受検指導・事前調査 平成31年4月～平成32年3月

平成31年4月～平成32年3月



(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 7 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の概要及び31年度実施内容 】
1

2  計量啓発出前講座の実施
 専門家講師または職員を小学校の授業・行事の場に派遣し、計量啓発講座を実施。

3

【 実績の推移・今後見込み 】

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
1

2
3

【 事業開始年度 】

昭和27年度

【 根拠法令 】

【 根拠とするデータ等 】

平成29年度　計量事業のあらまし（年報）

（ 局 － ）

正量取引強調月間：平成31年7月・12月（ポスター配布）
子どもｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ（8月）、計量記念日ｲﾍﾞﾝﾄ（11月1日）へ参加

計量法（平成4年法第51号）　第148条 他

 計量器使用事業所立入検査 平成31年4月～平成32年1年3月
 計量啓発出前講座 平成31年4月～平成32年3月
 適正計量啓発事業 計量管理強調月間：平成31年11月（ポスター・ステッカー配布）

合 計 4,400 4,650 △ 250

 商品量目立入検査 中元期：平成31年6月～7月　　年末期：平成31年10月～12月

嘱託員人件費 3,551 3,540 11
その他事務費 216 267 △ 51 経費節減による減

計量啓発出前講座業務費 73 99 △ 26 経費節減による減
適正計量啓発業務費 106 112 △ 6 経費節減による減

31年度 30年度 差　引 説 明
商品量目・計量器検査業務費 454 632 △ 178 経費節減等による減

不 適 正 率 0.21 0.22 0.17 0.12
不 適 正 個 数 6,417 6,851 5,794 4,197

3,300,000

（ 内 台 帳 検 査 ） (2,998,968) (3,059,904) (3,358,238) (3,385,157) (3,000,000) (3,000,000) (3,000,000)

150 150 150
検 査 個 数 3,000,130 3,061,351 3,359,561 3,386,485 3,300,000 3,300,000

2.43

計
量
器

立 入 検 査 戸 数 135 151 143 142

2,000
不 適 正 個 数 32 43 30 50

100 100 100
検 査 個 数 2,008 2,497 1,749 2,061 2,000 2,000

商
品
量
目

立 入 検 査 戸 数 67 84 57 62

不 適 正 率 1.59 1.72 1.72

計量啓発に関するポスター・ステッカー等の購入・配布。
・計量啓発に関するイベント（子どもアドベンチャー等）の参加・実施。

区 分 26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込 32年度見込

 商品量目立入検査及び計量器使用事業所立入検査
 商品量目立入検査・商品買上検査、市民からの指摘商品等の検査、適正計量の指導及びその他随時立入検査、
 各種メーター等計量器の使用方法・管理状況等の検査及び適正計量の指導。

 適正計量啓発事業の実施
・計量記念日（11月1日）を中心に計量管理強調月間運動の実施。(県及び県下特定市9市で実施。)

適正計量管理事業所等を対象にした計量管理実態調査。

4 計量検査推進費
　2 適正計量推進費

04,400
補助事業

0 0

850
決
算

予
算

27年度

834

0

524
524

本資料は、公正・適正に作成しました。

国

1,054

850

予
算

834

歳出

長谷川　悠一

課長 係長 計量検査所

山口　敏子 日吉　紀之

996
1,054 996

28年度

補助率

増△減 △ 250
30年度 4,650

経済
事  業  名 特記事項

消費経済

単独事業

県

0
4,641

4,391

平成30年度
事業評価書

番号

一 般 財 源 等

中期計画-３８の政策
政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳

平　成　31　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

9

市債 一般財源

5-1-7
4-2

区　分 金　額

31年度

平成30年度
事業評価書

番号

996

32年度 33年度歳出
996

29年度

経済

9

4,391 4,391

0

4,400 4,400

△ 250
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